
第２期嘉麻市総合戦略（骨子案）について



第１期総合戦略（平成27年度～令和元年度）

〇企業誘致促進・支援による新たな雇用の創出
〇創業支援による新たな雇用の創出
〇未利用資源の活用による産業振興
〇産学官連携や企業間連携の推進
〇豊かな農林畜産物の活用による６次産業化、ブランド化の推進
〇多様な資金や制度の活用

〇移住希望者のニーズを踏まえた転入促進
〇若年層向けの住まいの確保
〇観光の活性化等を通じた交流人口の増加
〇嘉麻ブランドの構築及びプロモーションの推進

〇婚活の支援
〇子育てに伴う負担の軽減による子育て支援の充実
〇地域の連携による子育て支援の充実
〇学力の向上
〇ワークライフバランスの推進

〇公共交通機関の充実
〇既存ストックのマネジメント強化
〇中山間地域の生活基盤の確保と多様なサービスの提供
〇飯塚市、桂川町との連携事業の実施

基本目標①

 生まれ育った若者たちが定住したくなるよう、安定
した雇用を生み出す

基本⽬標②

 「嘉麻市に住みたい！」と思える魅力あるまちづく
りを行う

基本⽬標③

 若い世代が安心して結婚・出産・子育てすることが
出来る、切れ目のない支援を行う

基本⽬標④

 生活の利便性が高く、安心・安全なまちをつくり、
地域と地域を連携する

◆市民意向調査の結果（抜粋）

・満足度について

満足度が高いもの
順
位

満足度が低いもの

健康診断など保健サービスの
提供や地域医療体制の整備

１
中心市街地における商業の
活性化

人権啓発、人権・同和教育の
取組

２ 買い物弱者への支援

学校教育の環境整備 ３
企業誘致や企業育成による
工業振興や雇用対策

重要度が高いもの
順
位

重要度が低いもの

買い物弱者への支援 １
人権啓発、人権・同和教
育の取組

民間バスや鉄道、コミュニティ
バスなど公共交通網の整備

２ 男女共同参画社会の推進

子どもを安心して生み・育てる
ことができる環境の整備

３
歴史的・文化的遺産の保
護と活用の推進

・今後重要と思う取組について

◆第１期で特に成果が認められるもの

・企業誘致促進・支援事業
誘致企業（36社）の従業員数 ↑

・転入者等住まい応援交付金事業
交付金の交付件数 ↑

・ＰＲ推進事業
観光ポータルサイト・フェイスブック登録者数 ↑
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第２期総合戦略 骨子案
（令和２年度～令和６年度）

〇企業誘致促進や創業支援による新たな雇用の創出、就職支援
〇商業振興の推進
〇農林畜産物の活用による６次産業化、ブランド化の推進
〇未来技術を活用した産業振興

〇移住・定住の促進
〇若年層向けの住まいの確保
〇観光の活性化、ふるさと納税等を通じた交流人口の増加
〇嘉麻ブランドの構築及びプロモーションの推進

〇婚活の支援
〇子育てに伴う負担軽減等、子育て支援の充実
〇学力の向上
〇学校教育の環境整備

〇公共交通機関等生活基盤の確保、買い物弱者支援
〇公共施設の適正配置
〇災害対策の充実
〇嘉飯圏域定住自立圏共生ビジョンの推進

基本目標①

 「嘉麻市で働きたい」を叶える、安定した雇用を生み
出す

基本⽬標②

 「嘉麻市に行きたい！住みたい！」と思える魅力あ
るまちづくりを行う

基本⽬標③

 安心して結婚・出産・子育てができる、切れ目のない
支援を行う

基本⽬標④

 誰もが住みやすい、安心・安全なまちをつくり、地域
と地域を 連携する

第２期総合戦略に向けた方向性

◆ 基本的な考え方
・第１期を検証し、嘉麻市が将来にわたって自立した
自治体として持続するため、効果的な事業について
は継続的に実施

・「嘉麻市総合計画」を上位計画として、その他
各分野の 個別計画との整合性を図りながら策定

・市民意向調査結果の反映（市民ニーズの把握）
・国の「まち・ひと・しごと創生基本方針」（※１）
及び福 岡県第２期地方創生総合戦略との整合性を
図りながら策定

・ＳＤＧｓ（※２）の推進
・適切なＫＰＩ（重要業績評価指標）の設定

【参考】

※１：国の「まち・ひと・しごと創生基本方針」 R1.6.21閣議決定

・「関係人口」の創出・拡大
・地方への資金の流れの強化
・未来技術の活用（ＡＩ、ＩｏＴ等）
・ＳＤＧｓを原動力とした地方創生
・地方が世界と直接結びつく機会の活用
・人材の掘り起こし、育成、活躍の支援
・ＮＰＯ、起業等との連携
・女性、高齢者、障がいのある人、ひきこもり、外国人など
誰もが活躍できる地域社会の実現

・地域の強みを最大限に活用して地域外から稼ぐ力を高める
・地域における魅力的で多様な雇用機会の創出と所得向上の実現

※２：ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）
・2015年9月の国連で開催された「持続可能な開発サミット」で
採択された「持続可能な開発目標」のことで、2030年を期限
とし、包括的な17の目標とその下に細分化された169の
ターゲットで構成されている。（別紙参考資料あり）
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